
令和6年度 物価高騰対応実施計画書（令和7年3月19日現在）

r6物価_繰越

（単位：千円）

                40,000                         - 

                10,780                         - 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

                  5,433                         - 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

              890,100                         - 

                53,318 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

                        - 
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

                        -               313,222 国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

                        -               485,015 国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

                        -                 33,392 国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（今回追加分）

              162,600                         - 国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

                12,393 

                        - 国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

                40,000               313,222 国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

                10,780               485,015 国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

                  5,433                 33,392 

            1,052,700                         - 国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

                65,711               831,629 国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

                        - 

            1,174,624 

            2,006,253 
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  2,081,309  2,040,960  43,722  10,780  5,433  1,052,700  65,711  -  313,222  516,000  33,392  -  40,349 

令和5年度住民税均等割非課税
世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

物価高騰支援給付金支給事
業【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ －  10,780  10,780  -  10,780  -  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　12029世帯×70千円　　のうちR６計
画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（12029世帯）

－ ○ － R6.1 R6.5 対象世帯に対して令和6年1
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）
※不足額給付は含まない

2
R5_補正・
予備(※)

推奨事業・
一体支援

○ ○ ○ 物価高騰対策給付金
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ －  1,123,693  1,123,693  5,282  1,052,700  65,711  -  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　1866世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　1111世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　613世帯×100千円、子ども加算　2237人×50千円、定額減税
を補足する給付の対象者　43063人　(996850千円）　　のうちR６計画
分
事務費　70993千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3590世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（43063人）

－ ○ － R6.3 R6.12 対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）
3  -  - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補正）
4  -  - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6 R5_補正 低所得 ○ ○ ○ No.2事業（事務費）
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○ －  5,433  5,433  5,433  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで，低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付にかかる事務費
③事務費5,433千円
事務費の内容[需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）業務委託料
使用料及び賃借料として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3,590世帯），定額減税を補足す
る給付の対象者数（43,063人）

－ ○ － R6.3 R6.12 対象世帯に対して令和6年3
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

令和6年度住民税均等割非課税
世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○ 物価高騰支援給付金支給 Ⅱ．物価高の克服 ○ －  549,392  549,392  -  516,000  33,392  - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　16000世帯×30千円、子ども
加算　1800人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　33392千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（16000世帯）

－ ○ － R7.3 R7.4以降 対象世帯に対して令和7年3
月までに支給を開始する

ホームページ等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
8  -  - 

令和６年度低所得世帯支援枠等
関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9  -  - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10  -  - 

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○

コミュニティ施設冷暖房機器
設置事業（コミュニティ施設
省エネ家電製品買換等促進
補助金）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

 4,030  4,030  4,030  - 

①エネルギー価格の高騰を受け，コミュニティ施設等に係る負担軽減
並びに二酸化炭素排出量の削減によるゼロカーボンシティを推進す
るため，市内のコミュニティ施設に設置している，冷暖房機器の買い
換え等を対象に助成するもの。
②家庭用エアコン本体の購入費用及びその設置費用
③補助対象経費（税別）の75％または10万円のいずれか低い金額。
ただし，電気容量変更工事が伴う場合は，総額に対し上限額を10万
円加算または75％のいずれか低い方。1施設あたり最大2台まで（1団
体あたり1施設まで）
・エアコン　1台 × 15施設　＝1,500千円
・　　　〃× 2台 × 10施設　＝ 2,000千円
・電気容量変更工事　100千円 × 5施設  ＝ 500千円
・郵送代　30千円
④市内のコミュニティ施設を管理する団体等

－ － － R6.7 R7.3
・エアコン 1台設置　  15施設
・エアコン 2台設置    10施設　
・電気容量変更工事　5施設 

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
松山体育研修センター照明
器具ＬＥＤ化事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

水銀灯をLED照明に交換することによ
り，電気料金で年間約12千円程度減額
効果（節電効果　64％減）を見込み，将
来の使用料・手数料見直しに係る施設
使用料への転嫁を抑制し，施設利用者
の負担軽減につなげる。

 2,493  2,493  2,493  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，既設照明器具（水銀灯）をLED
照明に改修することにより，照明設備の省エネ性の向上，消費電力
の削減が見込まれ，将来の施設使用料への転嫁を抑制し，施設利用
者への負担軽減につなげる。
②研修室兼食堂9灯交換に係る工事請負費
③LED照明器具　9台×134,800円　＝　1,213,200円
　同付属品　　　　9個×　28,400円　＝　　255,600円
　工事補助材等消耗品　1式　44,100円
　交換労務費　1式　120,000円
　仮設足場費　1式　110,000円
　撤去品処分費　1式　　20,000円
　法定福利費　1式　　24,000円
　共通仮設費　1式　　48,100円
　現場管理費　1式　 392,000円
　一般管理経費　1式　　39,000円
　工事費計　 2,266,000円
　消費税10％　　226,600円
　合計　2,492,600円改め2,493,000円
④施設利用者

－ － － R6.9 R6.11
電気料金で年間約12千円程
度減額効果（節電効果64％
減）

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
三本木総合体育館等屋外照
明器具ＬＥＤ化事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

LED化により電気料金が抑制されること
で施設使用料への転嫁を抑制でき，施
設使用者である市民の負担軽減につな
げるもの。

 3,597  3,597  3,597  - 

①エネルギー価格の高騰が続く中で，既設野外照明器具（水銀灯）を
LED照明器具に交換することで，省エネ性の向上，消費電力の削減
が見込まれ，将来の施設使用料への転嫁を抑制し，施設利用者の負
担軽減につなげる。　
②屋外照明器具9箇所9基交換に係る工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③LED照明機器・ポール　1,842,780円
　工事用補助材　1式　92,220円
　雑材消耗品　1式　58,000円
　労務費　1式　212,000円
　高所作業車　1式　120,000円
　共通仮設費　1式　47,000円
　現場管理費　1式　410,000円
　一般管理費　1式　488,000円
　工事費計　3,270,000円
　消費税10％　327,000円
　合計　3,597,000円
④施設利用者

－ － － R6.9 R6.12 電気料金で年間約149千円
程度減額効果

市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 割増電子商品券発行事業
Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

 30,000  28,320  28,320  1,680 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰により大きな影響を受けて
いる個人消費を回復させ，市内における需要喚起を図り，地域経済を
活性化させるため割増電子商品券を発行する団体に対し，補助金を
交付するもの。
②事業者補助金
③割増分　20,000千円(発行セット数：20,000セット，販売額：100,000千
円，発行額：120,000千円，割増率20％）
システム構築費・事務経費等10,000千円
　※一般財源：1,680千円
④市内商工会議所，商工会で組織する実行委員会

－ － － R6.10 R7.3 販売セット数　20,000セット
市ウェブサイト，市広報誌，商工会議所および商
工会HP，会報誌への掲載

対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

都道府県区分 【04_宮城県】 電話番号 0229-23-2129
既配分額

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分）                                                     40,000 国のR6補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）                                                                                    388,484 

地方公共団体名（コード有り） 04215_宮城県大崎市 メールアドレス seisaku@city.osaki.miyagi.jp
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
                                                    10,780 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）                                                                                    485,015 

都道府県・市町村コード（５桁） 04215 国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費                                             43,722 

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
                                                            - 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

担当部局課名 市民協働推進部政策課 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費                                             10,780 

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩
小計　交付限度額②                                                     10,780 小計　交付限度額⑧                                                                                    485,015 

担当者氏名 千田　和弘 国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費                                              5,433 

既配分額
国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）　

事務費
交付限度額⑤

                                                      5,433 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）                                                                                     48,739 

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費                                        1,052,700 

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
                                                            - 国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費                                             65,711 小計　交付限度額③                                                       5,433 小計　交付限度額⑨                                                                                     48,739 

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費                                                    - 

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

【調整後】今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
                                                  701,150 国のR6補正分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩　（今回追加分）                                                                                             - 

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費                                           313,222 

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧
                                                  188,950 小計　交付限度額（R6経済対策等分）                                                                                    922,238 

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費                                           516,000 

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
                                                  162,600 

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費                                             33,392 

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費                                                    - 

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事

務費
小計　交付限度額④                                                 1,052,700 

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
                                                    48,976 

【調整後】本省繰越希望額　
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）
                                                                     75,262 

                                                      4,342 
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）
交付限度額⑧に係る希望額）

                                                                            - 

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
                                                    12,393 

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）
                                                                     15,347 

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　給付費　交付限度額⑧

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望額）                                                                             - 

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等

分）　事務費　交付限度額⑨
小計　交付限度額⑤                                                     65,711 

※記載は不要
配分予定額計

国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費
交付限度額④

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩
                                                            - 

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦                                                                                    313,222 

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤
小計　配分予定額（R6経済対策等分）

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦                                                                                     75,262 

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥
小計　交付限度額⑥                                                             - 

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）                                                                                             - 

小計　配分予定額（R5経済対策分） 小計　交付限度額（R5経済対策分）                                                 1,174,624 

配分予定額計 移替先 総務省 交付限度額計                                                                                 2,096,862 
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令和6年度 物価高騰対応実施計画書（令和7年3月19日現在）

Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費
国のR5補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一体
支援枠分）
事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）

（給付支援サービス分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

Ｂ２ Ｂ３ Ｂ６
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に対して事
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事業名称として
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交付対象事業の名称 経済対策との関係

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

推奨事業メ
ニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

※可変部分
※この他は変
えられませ
ん。

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2
(事業の終期が令和7年3月を超え
ることが見込まれる場合、その

事情)

※可変部分
※この他は変えられません。

備考3
自治体での予算

区分
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｂ Ｃ

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
高付加価値化米づくり支援事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 33,000  33,000  33,000  - 

①世界情勢の変化，エネルギー価格の上昇に起因する生産資材等
の高騰により生産費が嵩み，稲作農家の経営に深刻な影響を与えて
いる。農家所得向上に向け，来年産の主食用米について，販売価格
が高値で安定しており，昨今の気候変動などにも強い耐性を持つ本
市のブランド米「ささ結」の作付拡大を推進することで，稲作農家の経
営安定と持続的発展に繋げるもの。
②支援金，事務費
③支援金：327ha×10,000円/10a＝32,700千円
チラシ印刷，封筒等：100千円，切手代：200千円
④令和６年産において「ささ結」ブランド認証制度（環境・食味・生物多
様性基準）の認証を目指す，東北194号の作付予定面積に対し助成

－ － － R6.12 R7.4以降 対象の作付面積　327ha 市ウェブサイトへの掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
畜産飼料価格高騰対策支援
事業（畜産飼料価格高騰対
策支援金）

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 80,879  80,879  80,879  - 

①飼料価格やエネルギー価格の上昇に起因する物価の高騰の高騰
により，経営に大きな打撃を受けている畜産経営体を支援するもの。
②R7.1.1現在の家畜の種類ごとの飼養頭数に応じた支援金
③(1) 交付単価：乳用牛1頭ごと12千円，繁殖牛1頭ごと4千円，肥育
牛1頭ごと10千円，豚1頭ごと1千円，鶏1羽ごと0.1千円
(2) 畜種別積算額：酪農53戸21,008千円，繁殖295戸17,328千円，肥
育33戸11,238千円，牛複合30戸15,424千円，養豚14戸9,102千円，養
鶏11戸6,679千円
(3)役務費100千円
④市内畜産農家，市内に家畜飼養施設を有し畜産業を営む法人，市
内畜産農家で構成される生産団体や農業協同組合

－ － － R6.12 R7.4以降 支援する畜産農家数436戸 市ウェブサイト，交付対象者に周知文書を送付
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
住民税均等割のみ課税世帯
物価高騰支援給付金支給事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世
帯支援

 23,345  23,345  23,345  - 

①電力・ガスや灯油をはじめエネルギー・食料品価格等の物価高騰
による負担を軽減するため，低所得世帯に対して給付金による支援を
行うもの。
②低所得世帯に対する給付金及び事務費
③給付金額
R6年度均等割のみ課税世帯2,000世帯×10千円
事務費3,345千円
事務費の内容〔需用費（事務用品等）196千円，役務費（郵送用等）
650千円，業務委託料2,499千円として支出〕
④R6年度の住民税均等割のみ課税世帯（2,000世帯）

－ ○ － R7.3 R7.4以降 対象世帯に対して令和7年3
月までに給付を開始する

市ウエブサイト等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
子育て世帯アシスト給付金
給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 162,601  161,027  161,027  1,574 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世帯
の負担の軽減を図るため，給付金を支給するもの。
②子ども１人あたり10,000円の給付金・事務費
③事業費　10,000円×16,000人＝160,000,000円
　事務費　　2,601,000円
   【内訳】職員手当等　280,000円，需用費（消耗品）　218,000円
　　　　　　役務費（郵便料・振込手数料）2,103,000円
　※一般財源：1,574千円
④18歳以下（令和6年度高校生相当）の子どものいる世帯（※物価高
騰支援給付金給付該当者を除く令和6年12月13日時点で大崎市に住
所がある子ども）

－ ○ － R7.3 R7.4以降 対象世帯に対して令和7年3
月までに支給を開始する

市ウエブサイト等
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
土地改良施設管理緊急対策
支援事業（土地改良施設管
理緊急対策支援金）

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

 11,000  11,000  11,000  - 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により増加した土地
改良区等が行う施設の維持管理経費の増額分に対し支援を行うこと
で，関係農家の負担軽減を図るもの。
②土地改良区等が管理する農業水利施設等の電気代，重油代など
の掛かり増し経費(令和6年4月から令和6年10月分の増額分の補て
ん)
③事業費（掛かり増し経費）１/４以内（土地改良区），３/４以内（個人
を除く土地改良区以外）
R5実績10,440千円改め11,000千円
◆R5実績⇒8土地改良区9,785千円，13水利組合655千円
(水利施設の受益が複数市町村にまたがる場合は，大崎市に係る受
益面積割合にて補助対象事業費を算定するもの。)　
④関係土地改良区等

－ － － R7.3 R7.4以降

対象となる組織（土地改良
区・地元水利組合）に交付
し，施設の維持管理経費の
負担軽減を図る。対象見込
みとして、土地改良区８団
体，地元水利組合１３団体を
予定

市ウエブサイトにて掲載
対象分野に関連し
ない

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）

20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食用米価高騰対策事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世
帯支援

 2,971  2,971  2,971  - 

①米価高騰により，令和6年度の学校給食用米代の値上げ分につい
て支援を行うことで，園児・児童・生徒の保護者の負担を増加させるこ
となく給食を提供するもの。
②米価値上げ分の掛かり増し経費
③大崎市負担分の掛かり増し経費のうち園児・児童・生徒分としての
費用2,971,366円（教職員分は除く）
【内訳】
　米価基準価格（４月～10月）：16,000円／俵①　　供給価格（11月～3
月）  ：21,420円／俵②　　差額②－①：5,420円（掛かり増し経費）　宮
城県全体で15,431俵使用見込み
　5,420円×15,431俵＝83,636,020円。　そのうち30,000,000円を宮城県
とJAで負担。　残額53,636,020円を市町村で供給量に応じて負担す
る。大崎市は供給予定が953俵で県内割合で6.176％に相当し掛かり
増し経費は3,312,560円となり，このうち教職員を除く，園児・児童・生
徒分の89.7％　2,971,366円となる見込み
④学校給食を提供している園児・児童・生徒の保護者延べ8,785人

－ － － R6.11 R7.3 掛かり増し経費分（2,971千
円）を支払う

市ウェブサイトへの掲載 給食 R6補正（地）

21 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校施設エネルギー価格高
騰支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも
更に効果があ
ると判断する地
方単独事業

電気料金，燃料費等が高騰する状況に
あっても，児童生徒及び教職員が学力
向上の取り組みなど，各種の教育活動
に専念できるように学校生活の環境維
持に寄与するため。

 38,095  1,000  1,000  37,095 

①コロナ禍以降も続く，物価の高騰等の影響により，掛かり増しした
光熱費にかかる費用負担の軽減を図ることにより，快適な学習環境を
提供するもの。
②電気・ガス料金等の掛かり増し経費
③高騰の影響を受ける前（令和３年度を基準と設定）の実績額と事業
年度の実績見込額の差引増分を掛かり増し経費とした。
　◇小学校分(18施設)…【6年度見込み】77,938,568円-【3年度実績】
58,543,558円=19,395,010円…ア
　◇中学校分（11施設）…【6年度見込み】79,421,489円-【3年度実績】
60,721,747円=18,699,742円…イ
　◆ア＋イ＝38,094,752円
④市内公立小中学校児童・生徒

－ － － R6.4 R7.4以降 対象施設（29施設）にかかる
光熱費高騰分の負担軽減

市ウェブサイトへの掲載 公立学校施設

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の
調整のために不測の日数を要し、
計画を再検討した結果、交付対象
事業の完了が令和8年3月下旬と
なるため

R6補正（地）
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